
関東・甲信越

新潟 2
燕市／阿賀野市

長野 2
諏訪市／飯島町

埼玉 5
埼玉県／八潮市／春日部市／川口市／戸田市

千葉 6
千葉県／習志野市／柏市／船橋市／成田市
／佐倉市

東京 22
墨田区／港区／葛飾区／台東区／千代田区
／大田区／中央区／世田谷区／目黒区／練
馬区／足立区／板橋区／荒川区／豊島区／
江東区／新宿区／八王子市／三鷹市／国立
市／西東京市／東大和市／町田市

神奈川 3
神奈川県／横浜市／横須賀市

山梨 1
北杜市

茨城 1
茨城県

東海・北陸

静岡 1
富士市

愛知 2
愛知県／安城市

岐阜 1
中津川市

三重 1
三重県

富山 1
富山県

石川 1
野々市市

福井 1
福井県

九州・沖縄

熊本 7
熊本県／菊池市／山鹿市／八代市／
水俣市／合志市／菊陽町

沖縄 3
沖縄県／沖縄市／那覇市

近畿

京都 1
与謝野町

大阪 8
大阪府／吹田市
／八尾市／枚方
市／大阪市／大
東市／岸和田市
／泉南市

兵庫 1
宝塚市

奈良 1
奈良県

滋賀 2
滋賀県／栗東市

中国・四国

岡山 2
岡山県／総社市

山口 3
山口県／岩国市／山口市

香川 1
丸亀市

愛媛 1
愛媛県

徳島 1
徳島県

高知 1
南国市

（注）条例は基本的に中小企業、地域経済を振興することを理念として明確に、総合的な施策を講じるものとした。
　　 地域の特性もあり、名称は異なるが、自治体の責務を総合的な施策として掲げることを注視した。
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北海道・東北

北海道 12
北海道／帯広市／札幌市／函館市／旭川市／北広島市／釧路市／下川町／別海町／
厚岸町／弟子屈町／中標津町

青森 1
青森県　

宮城 1
塩釜市

岩手 1
一関市

山形 1
山形県

秋田 1
仙北市

福島 1
福島県

全国商工団体連合会調べ（2012年12月30日現在）
中小企業振興基本条例の制定自治体

所得税法第56条廃止を求める意見書採択

321自治体


